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産婦人科にかぎらず，外科系一般に医師不足が大きな社会問題となっ
てきました．正確には，勤務医不足ですが，その原因が給与を含めた勤
務医の待遇の悪さにあるということは一般にも理解されてきたようです．
それではその医師を雇用している病院経営はどうかというと，公的病院
の 7割以上は赤字で，私立も決して楽な経営状況にはありません．もし
地域医療を支えている病院であっても独立採算企業とするなら，医療は
医師，医療技術職，事務職の 3者のチームワークで成り立っているわけ
ですから，病院で働く医師 1人当たりの医療収入は当該医師以外にも，
少なくとも 7～ 8名以上のコメディカルの給与をもカバーし，なおかつ
病院の経常利益で施設や機器の減価償却も負担しなければ成り立ちませ
ん．
では，看護師，薬剤師，検査技師，栄養士，事務職員はじめ病院で働
く多種の職能人の給与が高すぎる，あるいは人員が多すぎるのでしょう
か．確かに技師や事務職員の中には労働実績と給与が乖離しているもの
もいるようですが，総体的にはほぼ妥当な範囲にあると思われ，それが
赤字の元凶とはいえないようです．
このように考えてみると，現在日本各地で崩壊しつつある地域の病院
を維持する必然性があるとするなら，公立，私立を問わず，基幹病院に
は医師の労働環境改善が可能となる公的資金（税金）を投入するか，あ
るいは医療費の大幅な増額や自由診療での治療の差別化による病院経営
改善への道を開くしかありません．これまで聖職と祭り上げられて個人
的な犠牲を強いられてきた医師が自身の労働環境・待遇の改善を打ち出
して行動し始めたことにより，これまでかろうじて社会主義医療を維持
してきたわが国の政策は大きな転換期にきています．

（神崎 秀陽）
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